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山形県司法書士会 平成２８年度 

第１０回常任理事会議事概要 
 
１．日  時  平成２８年１１月２４日（木曜日）午後１時～６時３０分 
１．場  所  司法書士会会議室 
１．組 織 員  会長 奥山雅士   
        副会長 小松 修 早坂智佳子 那須 修 
        常任理事 伊藤健太郎 中野 徹 加藤臣和 佐藤 剛  
        （組織員総数 ８名  出席者 ８名  欠席者なし ） 

 
議  事 

（一般報告） 

（総務部） 

1. 第９回常任理事会議事録 

●伊藤部長より報告があった。 

 ①各自確認する。 

2. 平成28年度業務日誌 

  ●伊藤部長より報告があった。 

 ①各自確認する。 

3. 第２回非司法書士排除委員会（10/25） 

  ●伊藤部長より報告があった。 

   ①調査方法について法務局と協議する。 

4. 第２回支部長会（10/25） 

  ●伊藤部長より報告があった。 

   ①修正点サイボウズへ 

   ②常任の緊急連絡先を追記し緊急連絡網を作成する。 

5. 山形地方法務局次長、首席登記官による 

    オンライン登記申請利用促進に関する訪問（10/28） 

  ●伊藤部長より報告があった。 

   ①各支部長へ連絡済である。 

6. 第12回開業支援フォーラム（10/30） 

  ●小松副会長より報告があった。 

   ①二人ほど興味を示したが現実的には家族の問題、雪等で難しい。 

   ②費用対効果から考えると次回は参加不要と思われる。 

7. 士業連絡協議会（11/4） 

  ●伊藤部長より報告があった。 

   ①次年度担当会のため、11/2ホテルメトロポリタン山形を予約済である。 

8. 山形支部石山曻会員退会、清水一磨会員支部異動（11/9） 

  ●伊藤部長より報告があった。 

   ①送付済 

   ②清水会員山形支部から寒河江支部へ異動 

9. 司法書士合格者交付式（10/10） 
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  ●奥山会長より報告があった。 

   ①合格者２名（山形、鶴岡） 

   ②その後当会で新人研修の説明、入会書類一式を渡す。 

10. 登記事務に関する打合せ会（11/15） 

  ●伊藤部長より報告があった。 

   ①登記相談の進捗については特に回答はない。 

②資料を会員配付する。 

11. 第４回綱紀調査委員会（11/17） 

  ●伊藤部長より報告があった。 

12. 第５回規則整備委員会（11/18） 

  ●伊藤部長より報告があった。 

   ①理事会へ付議する。 

   ②審議事項で審議する。 

13. 司法書士業務賠償責任保険申込状況 

  ●伊藤部長より報告があった。 

 

（経理部） 

1. 中間監査会（11/15） 

  ●中野部長より報告があった。 

   ①監事２名が精査確認し承認された。 

   ②公益法人会計システムの帳票とエクセルで作成した帳票を提出した。 

2. 会館玄関スロープ工事契約（11/10） 

  ●中野部長より報告があった。 

   ①総額１，６６８，６００円 

   ②２８日より施工である。 

   ③クネットの色は経理部一任とする。 

3. デスクトップパソコン、シュレッダー購入 

●中野部長より報告があった。 

 ①リコーよりデスクトップパソコンを１８６，６２４円で購入する。 

 ②シュレッダーを購入する。 

 

（企画研修）  

1. 第４回広報委員会（11/2） 

  ●加藤部長より報告があった。 

   ①会報について特集記事「旧民法の相続」の執筆者選考が難航しているため、 

    特集内容を再検討する。 

2. 第４回企画研修委員会（11/12） 

  ●加藤部長より報告があった。 

   ①今後の研修について 

    １/21同時配信研修会は 山形、庄内、南陽の３会場を予定している。 

3. 山形県土地家屋調査士会山形支部研修会（11/18） 

  ●奥山会長より報告があった。 

   ①本人確認、意思確認、成年後見等について講義した。 
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   ②今後相続に関する研修会講師として那須副会長、髙橋浩昭会員、東海林会員の名前 

    があがっている。 

4. 単位会新人研修会（11/19） 

  ●加藤部長より報告があった。 

   出席者５名。 

   早坂副会長、伊藤部長へ４５分ずつ、講師料を支出する。 

5. 第３回会員研修会（11/19） 

  ●加藤部長より報告があった。 

   ①出席者９０名。 

   ②好評であった。 

   ③修正箇所１箇所について井上先生に確認する。 

6. ＨＰ会員専用ページＩＤ等付与の件 

  ●早坂副会長より報告があった。 

   ①各会員のＩＤについて再検討を要する。 

 

（社会事業部） 

1. 相続登記促進に係る市町村訪問（10/20～10/26） 

●佐藤部長より報告があった。 

 ①全３５市町村終了した。 

2. 司法書士無料相談所（10/20、11/17） 

●佐藤部長より報告があった。 

   ①堅調に推移している。 

3. 養育費に関する相談会（10/23） 

●佐藤部長より報告があった。 

   ①相談件数６件 

   ②日司連へ報告書を提出する。 

4. 第３回相談センター運営委員会（10/26） 

 ●佐藤部長より報告があった。 

   ①相続登記相談会について検討した。 

   ②県外避難者に全戸配付する「うえるかむ」にコラムを執筆、分割掲載される。 

5. くらしと仕事の何でも相談会（10/30） 

 ●佐藤部長より報告があった。 

   ①相談件数は山形会場は年々縮小傾向である。 

   ②座談会の意見を踏まえ次年度も開催する予定である。 

   ③弁護士会に確認しアンケートを発出する。 

6. 宮城県沿岸部被災者支援のための司法書士無料相談会（11/13） 

●佐藤部長より報告があった。 

   ①相談者：全体で６７名 

②歌津会場は相談件数０である。 

7. 第３回社会事業委員会（11/14） 

●那須副会長より報告があった。 

   ①各事業の進捗状況報告。 

   ②財産管理人候補者名簿の作成、登載要件等について検討する。 
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   ③大学との連携について。 

8. 山形地裁総務課長、山形簡裁庶務課長による民事調停アンケートに関する訪問（11/18） 

●佐藤部長より報告があった。 

   ①会員周知依頼があり、アンケートを研修会資料に同封した。 

9. 山形県空き家対策連絡調整会議（11/21） 

●那須副会長より報告があった。 

   ①市町村担当者間で情報交換をした。 

   ②財産管理人制度について活用件数は多いが、司法書士の活用もあり得る。 

   ③新庄市担当者より司法書士との連携について質問があり、相談窓口として司法書士 

    会の活用を話した。相続人調査や不在者財産管理人等、業務提携につなげたい。 

10. 成年後見講座申込開催状況 

●佐藤部長より報告があった。 

   ①申込１９件。 

   ②１０件で予算化したが、好評のため２０件を上限とする。 

   ③日当はリーガルサポート負担である。 

11. 高校生のための法律講座申込開催状況 

●佐藤部長より報告があった。 

 ①法テラスとの連携：左沢高校を予定している。 

 

（東北ブロック） 

1. 災害復興委員会（11/3） 

●奥山会長から報告があった。 

 ①県外避難者の情報を説明した。 

2. 常任理事会（11/3） 

  ●小松副会長より報告があった。 

   ①予算の改善に向けて協議した。 

   ②平成29年度研修会は10/28に仙台で開催することに決定した。 

3. 司法過疎地開業支援フォーラム（11/5） 

●伊藤部長より報告があった 

 ①山形県関係参加者：阿部洵会員ほか１名。 

 ②支援事業未使用：山形県会、福島県会 

4. 新人研修拡大実行委員会（11/6） 

●加藤部長より報告があった。 

  

（日司連報告） 

1. 第３回全国会長会（10/20～21） 

●奥山会長より報告があった。 

 ①会務のあり方について総務担当者事務局長会議資料を参考とする。 

 ②法定相続情報証明制度について 

 ③担当部分について各自確認する。 

2. 関東・東北ブロック合同協議会（10/20） 

●奥山会長より報告があった。 

3. 相続未登記問題に関するシンポジウム（11/6） 
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  ●佐藤部長より報告があった 

4. 中央研修所制度研究部部会（11/8） 

  ●小松副会長より報告があった。 

5. 東日本大震災復興支援シンポジウム（11/12） 

  ●那須副会長より報告があった。 

   ①参加者８０名 

6. 空き家・所有者不明土地問題等対策部会（11/14） 

  ●佐藤部長より報告があった。 

7. 法テラス地方事務所司法書士副所長会議（11/22） 

  ●佐藤部長より報告があった。 

   ①法テラスと司法書士会の連携を強化する。 

   ②書類作成援助の件数を増やす。 

8. 平成28年１２月の登録常務会開催日について（12/2、12/19） 

●奥山会長より報告があった。 

 ①登録調査委員会で確認 

 

（法テラス山形）  

1. 法テラス山形執行部会議（10/25） 

●佐藤部長より報告があった。 

 ①2/3山形地区地方協議会を開催予定である。 

2. 【法テラス山形】窓口担当司法書士のご自宅住所について 

  ●佐藤部長より報告があった。 

 

 

（苦情報告） 

1. ２件報告があった。 

   

（審議事項） 

（総務部） 

1. 第５回理事会の付議事項について 

① 報告事項 

 中間決算、自治体向け勉強会、相続登記はおすみですか月間テレビＣＭ 

② 審議事項 

 支部交付金支給、事務局職員継続雇用 

③ 協議事項 

 規則・規程等の改正、平成29年度事業計画及び予算 

（経理部） 

1. 支部交付金支給 

●中野部長より提案があり、次のとおり承認された。 

 ①予算金額で支給する。 

②次回理事会に上程する。 

2. 事務局職員冬期賞与支給 

●中野部長より提案があり、次のとおり承認された。 
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3. 事務局職員継続雇用 

  ●中野部長より提案があり、次のとおり承認された。 

 

（企画研修）  

1. 山形新聞新年名刺広告ご案内 20161114  

●奥山会長より提案があり、次のとおり承認された。 

   ①山形県司法書士会として掲載する。 

   ②次回より名刺印刷に際に会のホームページアドレスとメールアドレスを入れる。 

2. 平成28年度第2回東北ブロック会員研修会開催について20161118  

●加藤部長より提案があり、次のとおり承認された。 

   ①案内文を発出する。 

3. 12/3 同時配信研修の開催事項の確認 

●加藤部長より提案があり、次のとおり承認された。 

   ①山形会場：加藤部長、本田委員、井上委員 

   ②庄内会場：早坂副会長 

   ③使用パソコンについて検討を要する。 

4. 1/21 同時配信研修の開催について 

●加藤部長より提案があり、次のとおり承認された。 

   ①山形会場、置賜会場、庄内会場の３か所で開催する。 

   ②使用パソコンについて検討する。 

③庄内会場の昼食を手当する。 

   ④案内文を発出する。 

5. プレスセミナーを自治体職員向けの勉強会と企画変更する件 

●加藤部長より提案があり、次のとおり承認された。 

   ①候補日：１月１３（金）２３日（月）２４日（火） 

②候補会場：霞城セントラル 

③山形県と共催する。 

   ④内容は社会事業委員会で詰める。 

   ⑤次回理事会で報告する。 

6. 相続登記はお済みですか月間のＣＭ放送について 

●早坂副会長より提案があった。 

 ①山形放送でテレビＣＭをする。 

②予算は５０万円とする。 

 ③詳細は広報部一任とする。 

 ④ラジオＣＭはしない。 

 

(社会事業部) 

1. 講師派遣についてのお願い（山形市福祉文化センター）20161118  

●佐藤部長より提案があり、次のとおり承認された。 

 ①受任する。 

 ②人選は社会事業委員会一任とする。 

2. 相続登記相談会（2/4）について 
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●佐藤部長より提案があり、次のとおり承認された。 

 ①山形、酒田の２会場で開催する。 

 ②電話相談を実施する。 

  相談方法を転送電話とするか事務局で受けるか検討する。 

 ③相続教室を行わない場合でも消費生活センターの共催が可能か確認する。 

 

（協議事項） 

（総務部） 

1. 会則の一部改正について 

●伊藤部長より提案され協議した。 

 ①会費について、別紙８を新旧対象条文のとおり改正、別紙９を新設する。 

 ②会費の納入期の文言を検討する。 

2. 規則・規程の改正について 

  ●伊藤部長より提案され協議した。 

   ①各自目を通す。    

②次回理事会に紙で提出する。 

3. 苦情受付簿の保存期間について 

  ●伊藤部長より提案され協議した。 

   ①保存期間についての規定がない。 

   ②苦情対応窓口の設置に関する規程に盛り込む。 

③保存期間５年の意見がでた。 

 

4. 次年度事業計画予算の件 

  ●奥山会長より提案され協議した。 

   ①各部より予算、事業計画について次回まで提出の要望があった。 

 

（経理部） 

 

1.  

 

（企画研修）  

1.  

 

（社会事業部） 

1. 相続登記推進活動について 

 ●那須副会長より提案があり協議した。 

  ①関連団体を交え、対策委員会、プロジェクトチーム、ワーキングチーム等を 

   立ち上げてはどうか。 

  ②関連団体で問題意識の共有と役割分担をする。 

  ③年度内で開催する。 

 

（報告事項） 

（総務部） 
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1. 平成28年度司法過疎地開業支援の実施について20161018連発1148号  

2. 平成２８年度地域別 低賃金額及び 低賃金制度の周知広報について20161020常発077

号  

3. 司法書士法違反に係る実態調査結果の情報提供について20161020専発108号  

4. 平成２９年度税制改正要望及び政策要望について20161025連発1171号  

5. 登記・供託オンライン申請システムの申請用総合ソフトにおいて電子署名ができない事

象の解消方法について20161027常発079号 

6. ｅＶａｌｕｅＮＳ（文書管理システム）のＵＲＬの変更について20161102常発082号  

7. 「第18回理事会議事概要」の送付について20161107常発083号  

8. 司法書士法第１６条第１項第１号該当（非）会員の登録取消について20161111登発3910

号  

9. 平成28(2016)年度司法書士実態調査へのご協力について20161114連発1292号  

10. 平成２８年４月１日現在の法人会員数について20161116事発098号  

11. 改正個人情報保護法に関するリーフレット及び説明会の開催案内について 20161116 常

発085号  

12. 「司法書士白書２０１７年版」掲載情報のご提供について20161116連発1318号  

13. 「セコムパスポートfor G-ID 司法書士電子証明書」ヘルプデスクについて20161121常

発086号  

14. 「法定相続情報証明制度（仮称）」に対する意見の提出についての報告20161024 

15. 「完全マスター各種法人の登記Ｑ＆Ａ（追補）」発刊のご報告並びに贈呈について

20161027 

16. 日本貸金業協会山形県支部（特例支部）の定例開所日の変更について20161028 

17. コンベンション開催情報の提供について20161107  

   

 

（経理部） 

1. 平成 28 年度「日司連地方活性化事業における司法書士会助成金」の残額分の送金につ

いて20161108連発第1267号  

2. 平成28年10月までの収支 

  

（企画研修部） 

1. 司法アクセス学会第10回学術大会の開催について20161019事発087号  

2. 日司連新人研修実施要領一部改正について20161019連発1157号  

3. 仲裁人候補者養成研修会参加申込について20161026連発第1173号  

4. 平成28年度司法書士新人研修対象会員20161026連発1176号  

5. 「保険適用等も含めた交通事故事件」に関する研修会の開催について20161104連発1238

号  

6. 「月報司法書士」掲載原稿のご校正について20161104  

7. 28司法書士会新人研修の傷害保険について20161107連発1245号  

8. 司法書士会新人研修（配属）の実施に伴う助成金の交付等について 20161107 連発 1246

号  

9. 平成28年度「指導員必携配属研修の手引」について20161107連発1247号  

10. 「別送方式の見直し（概要）」に対する基本的な考え方について20161110連発1278号  
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11. 商業法人登記規則等一部改正に基づく株主リスト取扱い20161116常発084号  

12. 第31回日司連中央研修会しおりの送付について20161116中央研発192号  

13. 「民事信託等に関するアンケート」調査結果について20161118専発124号 

14. 福島県司法書士会第2回会員研修会について20161020  

15. 「フクロッポウNEWS」25号のご送付について20161109  

16. 週刊朝日ＭＯＯＫへの広告掲出について20161124連発1359号  

 

 

（社会事業部） 

1. 「多重債務問題シンポジウム」の開催について20161020連発1164号  

2. 「地域連携促進に向けたブロック会議」の出席者について20161026連発1179号  

3. 「司法書士会調停センターによる日司連 WEB 会議システム利用規約」の制定について

20161027連発1185号  

4. 「司法書士による空き家対策想定相談事例集」の送付について20161027連発1193号 

5. 原子力損害賠償紛争解決センターでの和解事例の抜粋の送付について20161102 

6. 資料の送付について（原子力損害賠償紛争解決センター関係）20161104  

7. 裁判業務に関する調査の実施について20161110連発1279号  

8. 避難者向けフリーペーパー「うぇるかむ」送付について20161019 

9. 「認証紛争解決事業者アピールポイント一覧」の更新について20161024 

10. 山形県空き家対策連絡調整会議の開催について20161026  

11. 大阪司法書士会「司法書士総合相談センター」リーフレットの改訂及び差し替えについ

て20161027  

12. 【法務省から】平成２８年度「犯罪被害者週間」の周知について20161115 

13. 民間賃貸住宅の賃貸借関係をめぐるトラブル相談対応研修会開催案内等送付のご案内

20161114  

14. 避難者向けフリーペーパー「うぇるかむ」送付について20161116  

15. 日本不動産学会ＷＳ「所有者不明土地問題を考える」の開催について20161122事発099

号 


